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①　補正額

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

67,876,079 12,256,891 5,125,900 5,591,374 44,901,914

第１号 （令和6年3月14日議決） 249,735 611 188,600 53,063 7,461

第２号 （令和6年6月28日議決） 1,656,488 1,369,162 47,300 211,179 28,847

第３号 （令和6年8月5日議決） 68,388 60,800 7,588

第４号 （令和6年8月22日専決） 83,233 83,233

第５号 （令和6年9月26日議決） 4,366,283 5,433 4,360,850

第６号 （令和6年9月26日議決） 48,760 4,500 36,200 950 7,110

第７号 （令和6年10月1日専決） 46,795 45,230 1,565

第８号 （令和6年10月21日専決） 98,187 98,187

第９号 （令和6年12月3日議決） 2,681 2,681

第10号 （令和6年12月13日議決） 126,606 13,320 68,300 100,847 △ 55,861

第11号 （令和6年12月13日議決） 581,898 36,400 693 544,805

第12号 （令和7年1月10日議決） 418,216 474,892 7,856 △ 64,532

第13号 （令和7年2月18日提出） 322,959 266,663 56,296

75,946,308 14,559,016 5,527,100 5,965,962 49,894,230

②　補正の内容

　施設型給付費等支給事業費の増額、配合飼料価格安定緊急支援交付金の追加など、所要の補正を
行う。

１．補正予算の概要

合計（補正後の額）

予算額
財源内訳

令和６年度当初予算

補
正
予
算

　(1) 一般会計

1



ページ 款 項 目 科目

9 2 1 9 千円

千円

（単位：千円）

9 3 1 2 千円

千円

（単位：千円）

9 3 1 3 千円

千円

（単位：千円）

10 3 2 1 千円

千円

（単位：千円）

補正後 2,948 2,948

補正額 2,948 2,948

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

燃料価格の高騰に伴う支援策として、市内に営業所を有す
る公共交通事業者に対し、交付金を交付する。

２．主要事項の説明

　(1) 一般会計

予算に関する説明書
事　業　内　容　説　明

地域振興費  ○ 公共交通事業者燃料価格高騰対策支援交付金 2,948

2,948

補正前

児童福祉総務
費

 ○ 児童福祉施設物価高騰対策支援交付金 5,600

5,600

事業費
財源内訳

老人福祉費  ○ 高齢者施設物価高騰対策支援交付金 30,100

30,100

補正後 5,600 5,600

補正額 5,600 5,600

国県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

補正前

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

障害者福祉費  ○ 障がい福祉施設物価高騰対策支援交付金 11,000

11,000

事業費
財源内訳

補正後 30,100 30,100

補正額 30,100 30,100

物価高騰に伴う支援策として、障がい福祉サービス事業者
等に対し、1事業所につき交付金10万円を交付する。

物価高騰に伴う支援策として、介護サービス事業者等に対
し、1事業所につき交付金10万円を交付する。

物価高騰に伴う支援策として、児童福祉施設等を運営する
事業者に対し、1事業所につき交付金10万円を交付する。

補正後 11,000 11,000

補正額 11,000 11,000

国県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前
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ページ 款 項 目 科目

予算に関する説明書
事　業　内　容　説　明

10 3 2 2 千円

● 千円

● 千円

● 千円

（単位：千円）

10 6 1 3 千円

千円

（単位：千円）

10 6 1 5 千円

千円

（単位：千円）

10 6 1 7 千円

千円

（単位：千円）

補正後

補正額 4,674 4,674

4,674 4,674

補正前

農地費  ○ 農業水利施設電力価格高騰対策支援交付金 4,674

4,674

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

エネルギー価格の高騰に伴う支援策として、農業水利施設
を管理する土地改良区に対し、交付金を交付する。

物価高騰に伴う支援策として、畜産経営体に対し、飼養頭
数に応じて交付金を交付する。

畜産業費  ○ 配合飼料価格安定緊急支援交付金 36,860

36,860

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

農業振興費  ○ 産地基幹施設物価高騰対策支援交付金 4,300

4,300

事業費
財源内訳

補正後 36,860 36,860

補正額 36,860 36,860

補正前

国県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

補正後 4,300 4,300

補正額 4,300 4,300

保育所運営委託料 1,094

施設型給付費 211,523

地域型保育給付費 14,860

児童措置費  ○ 施設型給付費等支給事業費 227,477

国が定める公定価格の引き上げに伴い、私立保育施設等に

対する施設型給付費等を増額する。

56,296

補正前 2,477,610 1,794,446 8,759

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

730,701補正後 2,705,087 1,965,627 8,759

674,405

補正額 227,477 171,181

エネルギー価格の高騰に伴う支援策として、産地基幹施設
を運営するいわて平泉農業協同組合に対し、交付金を交付
する。
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